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Ⅰ．はじめに

本稿は，リストラクチャリング１）負債に関す

るアメリカ会計基準を題材として，久保

［２００９a］［２００９b］［２０１０］［２０１１］お よ び 久

保他［２０１２］で提示した内容を前提に，支出の

有無，金額または時期に不確実性のある将来の

支出（将来支出）に係る会計処理についての検

討を深めることを目的とする。

久保［２００９a］［２００９b］［２０１０］［２０１１］お

よび久保他［２０１２］では，将来支出について大

要次のような内容を提示した。今日の将来支出

に関する会計処理としては，SFAS５型の会計

基準と SFAS１４３型の会計基準が並存してい

る。SFAS５型の会計基準としては貸倒引当金

（SFAS１１４，SFAS１１６），環境修復負債（SOP

９６‐１），税務不確実性（FIN４８），さらに偶発

事象全般を扱った SFAS５「偶発事象に関する

会計」（FASB［１９７５］）が挙げられ，SFAS１４３

型の会計基準としては資産除去債務に係る負債

（SFAS１４３，FIN４７），リストラクチャリング

負債（SFAS１４６），債務保証（FIN４５）が挙げ

られる。SFAS５型の会計基準は，①当初認識

に蓋然性要件を採用すること，②当初測定値と

して見積支出額を採用すること，③受動的に被

る性質の将来支出を対象にすること，④偶発支

出の認識早期化として機能すること，⑤一事象

観最終犠牲説を基礎とすることが主要な特徴で

ある。他方，SFAS１４３型の会計基準は，①当

初認識に債務性要件を採用すること，②当初測

定値として期待値を採用すること，③能動的に

負う性質の将来支出を対象にすること，④不確

定支出の認識早期化として機能すること，⑤一

事象観犠牲派生説を基礎とすることが主要な特

徴である。

これらの内容は，今日における現に並存して

いる SFAS５型の会計基準と SFAS１４３型の会

計基準との比較から導かれている。しかし，

SFAS１４３型の会計基準は２００２年公表の SFAS

１４３を嚆矢とするため２），SFAS１４３公表前の状

況は今日と異なっていたものと推測される。本

稿の課題は，SFAS１４３型に該当する SFAS１４６

の前身会計基準である APBO３０および EITF

９４‐３の検討により，SFAS１４３公表前における

将来支出に係る会計基準の状況の一端を明らか

にすることであり３），これまでに提示した SFAS
１）本稿では「リストラクチャリング」を厳密に定

義せずに用いる。これは，本稿で扱う APBO３０
と EITF９４‐３でもリストラクチャリングを厳密
に定義せずに用いていることと同様である。た
だし，Lennard & Thompson［１９９５］における
「経営者が計画および監督する（a）企業の事業
範囲の重要な変更または（b）経営される事業方
法の重要な変更のプログラム」（Lennard &
Thompson［１９９５］par．１．１７）としての定義を
参照。

２）２０００年公表の SFAC７「会計測定におけるキャッ
シュフロー情報および現在価値の利用」（FASB
［２０００b］）による期待現在価値手法の導入によっ
て SFAS１４３型の会計基準の可能性が拓かれ，２００２
年に SFAS１４３が最初の SFAS１４３型の会計基準
として公表された。

３）SFAS１４３には前身の会計基準がないため，SFAS
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１４３型の会計基準の特徴を再確認し，あるいは

新たな特徴を発見することである。

以下，リストラクチャリング負債に関する会

計基準について，APBO３０「経営成績の報

告」（AICPA［１９７３a］）ま で を「前 史」（第 Ⅱ

節），EITF９４‐３「（リストラクチャリングから

生じる一定の支出を含む）撤退活動に対する一

定の従業員退職給付その他の支出に係る負債の

認識」（EITF［１９９５a］）を「萌芽」（第Ⅲ節）

と位置づけて４），歴史的変遷として内容の検討

を行う。これらの 検 討 か ら，EITF９４‐３は

「SFAS１４３型の会計基準の原形」として位置

づけられること，そして，SFAS１４３公表前に

も SFAS ５ 型の会計基準と「SFAS１４３型の会

計基準の原形」が並存するという今日の将来支

出の枠組みと類似した状態が成立していたこと

を結論として提示する。

Ⅱ．リストラクチャリング負債会計基準の前史

１．APBO３０公表までのリストラクチャリン

グ関連支出

アメリカ会計基準には，リストラクチャリン

グ負債に関する規定は永く存在してこなかっ

た。未完了のリストラクチャリングは利益剰余

金で処理することが求められていたし，完了し

たリストラクチャリングに関連する支出も当期

業績主義（current operating performance con-

cept）の下で利益剰余金を直接減少する処理が

要求されていたからである。リストラクチャリ

ングに関連する支出は費用／損失５）や負債，す

なわち損益計算書や貸借対照表の構成要素とは

されていなかったのである。

１９６６年１２月公表の APBO９「経営成績の報

告」が包括主義（all inclusive concept）損益計

算書を採用したことで６），「工場設備または重要

な 事 業 セ グ メ ン ト の 売 却 ま た は 廃 棄」

（APBO９，par．２１）に係る収支は特別項目（ex-

traordinary items）として損益計算の範囲に含

まれるようになった（APBO９，par．２０）。し

かし，APBO９においても，「売却または廃棄

を決定する以前の経営成績は特別項目の要素と

考えてはならない」（APBO９，fn．２）とされて

いたので，リストラクチャリング負債が貸借対

照表に計上されることはなかった。

リストラクチャリング負債の認識が拓かれた

のは，１９７３年６月の APBO３０の公表による。

APBO３０が，「事業セグメントの処分について

の会計と報告を明定する」（APBO３０，par．３）

ことを目的として７），特別項目の表示を細分

し８），非継続事業損益（income from discontinued

operations）を継続事業の期間損益から分離し

て表示することを規定したからである（APBO

３０，par．８）。この規定によって，一部の活動に

対する特定の支出に限られるもののリストラク

チャリングに関連する支出が「事業セグメント

処分損失引当金」として負債の部に表示される

ことになったのである９）。

１４３の対象である資産除去債務を用いた検討はで
きない。

４）会計基準の歴史的変遷の「前史」「萌芽」「確
立」「完成」という４段階による説明は，久保
［２００７］を 踏 襲 し て い る。２００２年６月 公 表 の
SFAS１４６がリストラクチャリング負債会計基準
の「確立」と「完成」を同時に果たしたものと
想定している。

５）本稿では，文脈から明らかな場合を除いて狭義の
費用と損失とを区別して記述する。狭義の収益と
利得も同様に区別して記述する。

６）APBO９が包括主義を採用したことの意義につ
いては，久保［２００７］を参照。

７）APBO３０は，①現存の定義と要件を明確化し，
ある程度の修正を施すことによって，特別項目
について明確に定義された要件を提示するこ
と，②特別項目の開示規定を明記すること，③
特別項目には該当しないその他の異常または非
反復的な事象および取引の開示規定を明記する
ことも目的としていた（APBO３０，par．３）。

８）APBO２０「会計変更」によって，会計方針の変
更に係る累積影響額（cumulative effect of the
accounting change）は特別項目から分離して
いた。

９）事業セグメント処分損失引当金が「負債の部に

経 済 学 研 究6666（ ） ６３－１
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２．APBO３０における「リストラクチャリング

負債」

２．１．事業セグメント処分損失引当金の内容

APBO３０は，当該会計期間に処分または処

分計画の対象になった事業セグメント（busi-

ness segment）に関する利得と損失（非継続

事業損益）の会計処理を扱っている。事業セグ

メントとは，「独立した主要な事業ラインまた

は顧客層に対する活動を行う企業の一部」をい

い，「子会社，部門（division）や 部（depart-

ment），共同支配会社や関連会社など形態を問

わず，資産，経営成績および活動を物理的に

も，事業上も，さらに財務報告目的上でも当該

企業の他の資産，経営成績および活動と明瞭に

区別できるもの」（APBO３０，par．１３）を指す

（表１参照）。したがって，APBO３０はリスト

ラクチャリング全般ではなく，事業セグメント

の処分という限定された対象を扱っていたこと

になる。

APBO３０は「経営成績の報告」という名称

にも現れているように，直接的に扱っているの

は損益であり，負債に関する規定は間接的なも

のに過ぎない。APBO３０が直接的に規定して

いる非継続事業損益から確認しよう。

表示される」ことに異論はないが，後述のよう
に「負債である」ことには議論の余地がある。
本節２．２を参照。ただし，注６１も併せて参照。

事業セグメントの処分に該当する事例 事業セグメントの処分に該当しない事例

（１）主要事業が多角化された企業において，内部財務
報告目的上，資産や経営成績が当該企業の他の資産や経
営成績から明確に区別されている電子機器部門を売却す
る場合。

（２）他の事業はすべて食肉加工業である食肉加工会社
が，持分法を適用してきたプロフットボールチームの
２５％ 持分を売却する場合。

（３）残る事業が３テレビ局と１出版会社となる通信事
業会社が，総収益の３０％ 相当を上げ，資産や経営成績
は物理的にも，事業上も，財務報告の目的上でも明確に
区別される全ラジオ局を売却する場合。

（４）食品流通会社が，一方の事業部門が主としてスー
パーマーケットチェーンに対する卸事業であり，もう一
方の事業部門がフランチャイズ店と直営店から成るファ
ストフードチェーンを通じて食品販売を行っているよう
な２つの事業部門のうちの１つを処分する場合。ただ
し，両事業部門とも食品流通事業であるが，ファスト
フード店を通じた食品販売とスーパーマーケットチェー
ンに対する食品卸とでは性質が大きく異なり，２つの主
要な顧客層を有することから，２つの事業部門は異なる
事業セグメントと考えられる場合である。

（５）ある採鉱会社が，特定の国における当該企業の実
質的な全活動を行っている銀採鉱従事の主要な海外子会
社を売却する場合。この場合，売却子会社が連結総売上
高の重要な割合で，しかも，当該国における全売上高を計
上しているとしても，当該企業が他国で銀採鉱活動に従
事し続ける事実が一事業部門の売却であることを示す。

（６）石油化学会社が，持分法適用共同支配会社として
会計処理を適用してきた石油化学工場の２５％ 持分を売
却する場合。企業の残る活動が売却した２５％ 持分の事
業と同じ系列であることから，主要な事業系列の売却で
はなく，事業系列の一部の売却に該当する。

（７）イタリア市場の子供服のデザインと販売のために
設立された子供服工場のイタリアにおける稼働をすべて
停止する場合。事業セグメントを顧客層によって決定す
るという背景から，特定層にアピールするための製品系
列という観点では顧客の国籍はわずかな影響しかなく決
定要素とはならないからである。

（８）多角化した企業が複数有する家具製造子会社のう
ちのある家具製造子会社を売却する場合。この子会社の
処分は事業セグメントの処分ではなく，一事業系列の一
部の処分となる。このような処分は企業の事業展開に付
きものである。

（９）アパレル製造会社が，合成繊維の紳士スーツ製造
活動に集中するために，紳士毛織スーツの製造に関連す
る全資産（工場を含む）を売却する場合。製品系列の処
分となり，主要な事業系列の処分とは区別される。

表１ 事業セグメントの処分に該当する事例および該当しない事例

出所：AIN-APBO３０（AICPA［１９７３b］），＃１．
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見積営業損益当期営業損益

期　

首

測
定
日

処
分
日 処分損益

処分自体の損益

非継続事業損益は，処分される事業セグメン

ト（非継続事業（discontinued operations））に

関係する複数の損益を合算した金額である。す

なわち，当期営業損益に，処分自体の損益と見

積営業損益の合計である処分損益を加えて算定

される金額である。

非継続事業損益の各要素は，処分日（disposal

date）と測定日（measurement date）という

２つの時点に密接に関わる（図１参照）。処分

日とは，売却処分の場合は売渡完了日，廃止

（abandonment）処分の場合は営業停止日を

いい（APBO３０，par．１４），事業セグメントを

実際に処分する日である。他方，測定日とは，

行為を承認する権限を有する経営者が事業セグ

メントの処分に関する正式な計画（formal

plan）にコミットした１０）日をいう（APBO３０，

par．１４）。正式な計画とは，処分される主要な

資産の明示，処分方法，処分の完了までに要す

る予定期間，売却の場合には買い手を見つける

ための積極的方策，測定日から処分日までの当

該セグメントの経営成績の見積もり，処分によ

る受取額の見積額または実現可能な廃棄価額を

含む内容の具体化された計画をいう（APBO

３０，par．１４）。したがって，測定日とは「具体

化された計画」と「経営者のコミット」が揃っ

た時点を指す。

非継続事業損益の要素の１つである処分され

る事業セグメントの営業損益（当期営業損益）

は，測定日を基礎に算定される損益であり，測

定日を含む会計期間の期首から測定日までの当

該事業セグメントにおける営業損益である

（APBO３０，par．１３）。

もう１つの非継続事業損益の要素である処分

の実施または計画の確定に伴う処分損益（処分

損益）の算定には，測定日と処分日の両方が関

係する。まず，測定日における正味実現可能価

額と帳簿価額との差額としての処分損益（処分

自体の損益）を算定する１１）。算定の際には解

雇１２）給付，追加年金原価，従業員の配置転換費

用，サブリース料を限度とした長期リース契約

に係る将来の賃借料などの処分に直接関係する

原 価 お よ び 費 用 を 考 慮 す る（APBO３０，

pars．１５－１７）。次に，測定日から処分日までの

見積営業損益を算定する（APBO３０，par．

１５）。事業セグメントが処分日まで事業を継続

する場合における測定日から処分日までの期間

のうちの１年以内１３）の営業損益の見積額であ

る。そして，処分自体の損益と見積営業損益を

基礎にして次のように処分損益を算定する。処

分自体の損益と見積営業損益が共に損失の場合

には，その合計額を非継続事業損失として測定

日に引当計上しなければならない（should be

１０）原語は“commit”という動詞である。APBO３０
における意味は，「腹をくくる」が日本語として
最も表現できるように思われる。また，本稿で
は語感の問題から「コミットメントする」では
なく，「コミットする」と表現する。

１１）測定日における正味実現可能価額の開示によっ
て，企業側の状況が交渉先に把握され，売却や
処分に不利な影響を及ぼすとの実務上の問題が
生じていた。たとえば，FASB［１９７３］letters
＃１０and＃５１を参照。

１２）本稿では，従業員が当該企業を辞めることの総
称を「退職」と呼び，退職のうち，従業員の自
発的な退職（voluntary termination）を「辞
職」，従業員の非自発的な退職（involuntary ter-
mination）を「解雇」と呼んで区別する。

１３）１年以内に制限されるのは，「通常の状況におい
ては，処分計画は測定日から１年以内に実行さ
れるので，１年を超えるような期間について営業
損益の見積もりは行わないものと期待される」
（APBO３０，par．１５）からである。

図１ 非継続事業損益の構成要素
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provided）。処分自体は損失であって，見積営

業利益の場合には処分自体の損失の額を限度と

して両者を相殺する。相殺の結果が損失であれ

ば非継続事象損失として測定日に引当計上しな

ければならないが，相殺の結果が利得の場合に

は当該利得の実現時に認識しなければならな

い。一般に，利得は処分日に実現するので，非

継続事業利益は処分日に認識されることにな

る。処分自体から利得が生じる一方で見積営業

損失の場合も同様に，相殺の結果が損失のとき

は測定日に損失を引当計上し，利得のときは実

現時に利得として認識する。処分自体からも将

来の営業からも利益となる場合には，両者の合

計を実現時に認識する。

以上の当期営業損益と処分損益の合計額が，

非継続事業損益という１つの科目として損益計

算書に表示されるのである。APBO３０では，

継続事業損益と非継続事業損益との分離によっ

て，損益計算書における企業の正常な収益力の

表示を涵養しているのである１４）。

非継続事業損益の算定が損益計算書における

正常な期間損益の表示を目的とするため，

APBO３０には非継続事業損益の相手勘定に関

する直接的な記述はない。しかし，ここまでの

非継続事業損益の構成要素の内容から，相手勘

定のうちに「リストラクチャリング負債」に該

当するものが見出せる。当期営業損益の相手勘

定は利益剰余金である。処分利得の借方相手勘

定は実現時に認識することから現金等１５）とな

る。処分損失の貸方相手勘定は，測定日と処分

日の属する会計期間が同じか否かで扱いが異な

る。測定日と処分日が同じ会計期間に属する場

合の貸方相手勘定は実質的に現金等となる１６）。

そして，測定日と処分日が異なる会計期間に属

する場合の貸方相手勘定が事業セグメント処分

損失引当金１７）といった流動負債になる１８）。この

事業セグメント処分損失引当金が「リストラク

チャリング負債」に該当するのである。

２．２．事業セグメント処分損失引当金の性質

前目から，事業セグメントの処分損失が生じ

る場合で，処分日が測定日の翌会計期間に属す

るときの貸方相手勘定である事業セグメント処

分損失引当金が「リストラクチャリング負債」

になることが確認された。本目では，事業セグ

メント処分損失引当金の性質を検討する。

事業セグメントの処分利得の認識が実現基準

を採るという APBO３０の記述（APBO３０，

par．１５）が糸口になる。

APBO３０公表当時は，一般に，（１）稼得過

程の完了または実質的な完了，および，（２）交

換が行われたことの両方の要件を満たした時に

収益を認識する実現基準を採っていたので

（APBS４（AICPA［１９７０］），par．１５０），処 分

日における処分利得の認識は，APBO３０の記

１４）アメリカの会計基準設定主体が正常な収益力の
表 示 に 注 力 し て い る こ と に つ い て は，久 保
［２００７］を参照。

１５）実際の収入があれば現金や当座預金などであ
り，収入が先送りされる場合には未収金などに
なる。損失の場合も同様に現金や当座預金，未
払金などになる。

１６）測定日に以下の仕訳（１）を行い，処分日に仕訳
（２）を行う。当該会計期間を通じれば，仕訳
（３）が行われたことになる。

（１）（処分損失）×××／
（事業セグメント処分損失引当金）×××

（２）（事業セグメント処分損失引当金）×××／
（現金等）×××

（３）（処分損失）×××／（現金等）×××
１７）実務上は，さまざまな名称が用いられており，

非継続事業関連負債（accrued costs related to
discontinued operations），非継続事業の営業
費用および損失（costs and losses from op-
erations of discontinued operations），リス
トラクチャリング負債（accrued restructuring
costs），リストラクチャリング関連負債（ac-
crued liabilities related to restructuring）
などの科目が使用されていた（AICPA［１９９３］
pp．２０５－２０６）。

１８）翌年度において引当計上した金額を修正する場
合は，新たな損失の発生と捉えて当初の項目と
同様に区分表示することになる（APBO３０，
par．２５）。
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述通り，実現基準の適用である。

APBO３０公表当時の一般的な費用認識は，

「原因と効果との関連づけ」，「組織的かつ合理

的な配分」，「即時認識」の３つの基準に基づい

ていた（APBS４，par．１５６）。「原因と効果との

関連づけ」は費用収益対応原則に基づく直接費

の認識１９）に，「組織的かつ合理的な配分」は期

間対応に基づく間接費の認識２０）に，そして，

「即時認識」は将来便益の認められない支出の

損失としての認識２１）をそれぞれ表す。

これらのうち，即時認識が測定日における処

分損失の認識と密接に関連していることを看取

できる。将来において継続しない事業への既支

出額は，将来便益の認められない損失として即

時認識の対象であり，そして，測定日とは当該

支出が将来便益を生み出さないことを企業が意

思決定する日だからである。処分損失を認識す

る測定日とは，当時の一般的な発生基準（即時

認識）の適用における処分損失の発生を具体的

に把握するトリガー事象の生起と理解できるの

であり，処分損失とは一般的な費用の認識基準

である発生基準（即時認識）で認識される損失

の一種なのである。

ここで貸方相手勘定に目を向けよう。APBO

３０公表当時の負債の一般的な定義は，「一般に

認められた会計原則に準拠して認識および測定

される企業の経済的債務」（APBS４，par．１３２）

であった。「一般に認められた会計原則に準拠

して認識および測定される」という形容句が重

要な意味を持つ。「これらの原則は，特に利益

を強調する修正的な慣行に関連して」おり，

「債務ではない負債と関連する費用の会計処理

は詳述された原則に従う」（APBS４，par．

１８６）というように，経済的債務以外の項目を

負債とすることを妨げていないからである。あ

る項目が期間損益計算の観点の下で費用認識さ

れる場合，期間損益計算を悖らないためであれ

ば，貸方相手勘定を負債として認識することが

容認されていたのである２２）。

処分損失が一般的な発生基準に従って認識さ

れる損失であること，費用が会計基準に従って

認識される場合には貸方相手勘定が債務性の有

無にかかわらず負債認識され得るという一般的

な費用と負債との関係，そして，前目で確認し

た APBO３０が損益計算書における企業の正常

な収益力の表示を涵養していることを併せて考

えると，事業セグメント処分損失引当金の内包

は「発生基準で認識される損失の単なる貸方相

手勘定」と理解される２３）。

リストラクチャリング負債の認識を間接的に

規定した APBO３０は，リストラクチャリング

負債会計基準の「前史」と位置づけられる。

１９）原因と効果との関連づけとは，「特定の収益との
仮構的な直接の関連性を基礎にした費用認識」
（APBS４，par．１５７）をいう。

２０）組織的かつ合理的な配分とは，「原因と効果とを
関連づける直接の方法がない場合，便益のもた
らされる諸会計期間について組織的かつ合理的
な方法で支出を配分する企図に基づいて，特定
の期間の費用として支出を関連づける」（APBS
４, par.１５９）ことをいう。

２１）即時認識とは，次のような考えに基づく費用認
識をいう（APBS４， par.１６０）。「（１）当該会計期
間中に発生した支出が知覚され得る将来便益を
何ら提供しない，（２）過年度に資産計上した支
出が知覚され得る便益を提供しなくなってし
まった，（３）収益との関連性を基礎にした原価
配分または複数会計期間に対する原価配分に
よって有益な目的を何ら果たさないため，支出
のうちには費用として当該会計期間に結びつけ
られるものがある。」

２２）ただし，APBS４では，Accounting Terminol-
ogy Bulletin No.１ における「帳簿の締め切り
によって繰り越される貸方残高」という負債の
定義よりも，「主として債務の観点から負債を定
義している」（APBS４，fn．２９）と主張してい
る。

２３）ただし，次節の検討で明らかになるように，処
分自体の損失の相手勘定部分には経済的債務性
が認められ得るため（注６１参照），外延には債
務性が含まれている。
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Ⅲ．リストラクチャリング負債会計基準の萌芽

１９８０年代から９０年代前半にかけて，アメリ

カではリストラクチャリングが隆盛であり，会

計利益の操作にも利用されることも多かっ

た２４）。APBO３０は事業セグメントの処分のみ

を対象にしており，事業セグメントの処分を伴

わないリストラクチャリング２５）に関する会計基

準が存在しないことが一因とされた。そこで，

「企業がリストラクチャリングに関連する支出

についての費
�

用
�

をいつ認識すべきか」（EITF

［１９９４b］par．４，傍点久保）を主要な問題と

する EITF のプロジェクトが開始されたのであ

る２６）。最終的にリストラクチャリング負債を直

接的に規定した EITF９４‐３は，リストラク

チャリング負債会計基準の萌芽である。

本節では，１９９４年３月の第１回会議から

１９９５年１月の第６回会議までで最終合意に

至った EITF９４‐３２７）におけるリストラクチャリ

ング負債の内容と性質を検討する。

１．EITF９４‐３におけるリストラクチャリング

負債

EITF９４‐３は，「A．従業員解雇給付（Em-

ployee Termination Benefits）」と「B．従業員

解雇給付以外のある活動からの撤退のための支

出（Other Costs to Exit an Activity）」の２部構

成になっている。

１．１．従業員解雇給付の会計処理

EITF９４‐３の前半部「A．従業員解雇給付」

では，従業員への退職給付のうち，（a）事業

セグメントの処分に関係する APBO３０に準拠

して会計処理される解雇給付，（b）既存の従

業員解雇給付制度または新設の継続従業員解雇

給付制度の約定に従って支給する解雇給付２８），

２４）解雇給付，生産ラインの撤去や削減に関する支
出，生産設備の統合や再配置の支出，新システ
ムの開発や取得のための支出，新規開発システ
ム使用のために従業員を再教育するための支
出，資産の減損損失や資産の廃棄損失などさま
ざまな損失が，リストラクチャリング費用（re-
structuring charge）として計上されていたと
いう（EITF［１９９４b］par.1）。

２５）EITFでは，プロジェクト当初から「リストラク
チャリング」や「リストラクチャリング費用」
の定義は与えず，個々の支出の内容を検討して
いた（EITF［１９９４b］par．５）。プロジェクトで
は，実務において計上されていた，（１）退職従
業員または使用停止資産に関係して生じる支出
（従業員退職給付，従業員の年金その他の退職
後給付の削減による利得損失，施設閉鎖の支
出，遊休施設の支出，重複間接費，環境浄化支
出，従業員への超過報酬および医療保険請求支
出，営業損失，リース停止支出，超過リース支
出，契約債務），（２）維持される従業員や資産に
関係して生じる支出（従業員の配置転換支出，
設備の移動支出，訓練支出・再訓練支出，新規
雇用の支出，事業再構築関連支出，情報システ
ム強化支出，在庫処分），（３）その他の支出（外
部コンサルタント報酬，訴訟関連支出）といった支
出が検討された（EITF［１９９４b］Appendix A）。

２６）「リストラクチャリング費用について，どのよう
な 追 加 的 開 示 を 財 務 諸 表 で 行 う か」（EITF
［１９９４b］par．４）が副次的な問題とされてい
た。

２７）EITF９４‐３は EITF会議で合意された内容を指
すため，厳密には第１回から第６回までの会議の
度に内容が変更されたことになる。本稿では最
終合意である第６回会議議事録に指示された内
容のみを EITF９４‐３と呼び，第５回会議以前の
合意内容は「第○回会議議事録」と呼ぶことに
する。

２８）これらの解雇給付は，SFAS８８「確定給付型年
金制度の解散および縮小に関する事業主の会
計」および SFAS１０６「年金以外の退職後給付に
関する事業主の会計」または SFAS１１２「退職後
給付に関する事業主の会計」（FASB［１９９２］），
SFAS４３「有給休暇に関する会計」および SFAS
５の対象とされていた。
SFAS８８では特別辞職給付（special termina-

tion benefits）と契約解雇給付（contractual
termination benefits）という２種類の退職給
付を対象にしている。特別辞職給付は，従業員
の辞職を促すために支給されるのが一般的であ
る（注３１の例を参照）。特別辞職給付に係る負
債は，従業員が特別辞職給付を受諾した時にの
み認識される。他方，契約解雇給付は，特定の
事象を原因として支給される解雇給付である。
契約解雇給付は，従業員が給付権を獲得するこ
とがほとんど確実であり，かつ，金額を合理的
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（c）個別の繰延報酬契約の約定により支払わ

れる解雇給付２９）を除く，解雇給付を対象にして

いる（EITF９４‐３，par．８）。「当該リストラク

チャリングにおける解雇従業員のみに支給され

る解雇給付」を対象にしているのである。

EITF９４‐３の対象となる解雇給付に係る債務

生成時点を検討した結果（EITF［１９９４c］

par．１９），以下の（a）から（d）のすべての要

件を満たす場合（告知日）に解雇従業員に対す

る債務が生成され，したがって経営者が解雇計

画を承認した会計期間に負
�

債
�

と
�

し
�

て
�

認
�

識
�

すべ

き３０）と さ れ た（EITF９４‐３，par．９，傍 点 久

保）３１）。

（a）貸借対照表日前に，従業員を解雇するの

に適格な権限を有する経営者が解雇計画

を承認し，当該企業がコミットし，現役

従業員が解雇により受給する給付金を設

定すること

（b）貸借対照表日前において，給付協定が従

業員に告知（communicate）されている

こと

給付協定の告知には，解雇の際に受給す

る給付の種類と金額を従業員が算定する

のに十分な詳細が含まれるものとする

（c）解雇計画が，解雇従業員の人数，職務分

類または職務機能および地域を明確に特

定していること

（d）解雇計画完了までに解雇計画の重要な変

更がありそうにないことを示しているこ

と３２）

「具体化された計画」（（c）,（d））と「経営者

のコミット」（（a））に加えて，「従業員への告

知」（（b））という実際の行動を含めた負債の認

識要件になっている（告知日要件）。APBO３０

に見積もることができる時に認識される（EITF
［１９９４c］par．１５）。また，年金以外の特別辞職
給付または契約解雇給付として提示された退職
後給付についても，SFAS８８に準拠して認識す
べきことが SFAS１０６に規定されている（EITF
［１９９４c］par．１６）。
SFAS１１２は解雇給付を含む退職後給付の会計

処理を SFAS４３と SFAS５に基づいて規定して
いる（EITF［１９９４c］par．１７，詳細は本節第２
項参照）。

２９）この解雇給付は APBO１２「１９６７年オムニバス意
見」の対象とされていた。個別の繰延報酬契約
の約定に従って解雇給付として支払われる繰延
報酬の支出を負債として認識すべき時点は，給
付を受けるために必須の勤務を従業員が従事し
たか否か，および，解雇することがほとんど確
実であるか否かに依拠すると規定されている
（EITF［１９９４c］par．１４）。

３０）EITF９４‐３には借方相手勘定に関する具体的な
記述はない。最終合意に至るまでの各回の議事
録から，損失を含まない狭義の費用を借方相手
勘定として暗黙裡に想定していたことが推測さ
れる。

３１）これらの条件を満たす解雇計画および解雇計画
の一部としての退職給付に対する会計処理は，
EITF９４‐３と SFAS８８の 両 方 の 規 定 に 従 う
（EITF９４‐３，par．１１）。

たとえば，辞職従業員に１０，０００ドルを支給
し，自発的に応諾する従業員数が目標退職従業
員数に達しない場合には，追加の従業員が目標
達成数まで解雇され，各解雇従業員には６，０００
ドルの給付金が支給されるような撤退計画を仮
定する。このような状況においては，退職する
全従業員について解雇給付に係る負債を認識す
べきとされる。解雇計画の全体で１００人の従業
員の解雇が目標である場合，告知日を含む会計
期間に６００，０００ドル（従業員１００人×６，０００ド
ル）認識すべきことになる。他方，退職給付の
増分（辞職給付の申し出を受け容れた従業員１
人につき ４，０００ドル）は，SFAS８８に従って従
業員の申し出の応諾時に認識しなければならな
い。

３２）（d）の要件は，第２回会議議事録では「解雇日
の延期をもたらし得る企業のコントロール外の
事情（既存の労働協約または従業員の解雇に必
要な解雇予告期間に関する制定法上の制約な
ど）を除いて，解雇計画が経営者の承認の日か
ら１年以内に実行されるであろうこと」（EITF
［１９９４k］par．７）という要件であった。第５回
会議議事録において，解雇給付以外の支出につ
いて支出の範囲を１年以内に限定しないことが
合意されたため，歩を合わせて第５回会議議事
録以降は修正された内容になっている。

経 済 学 研 究7272（ ） ６３－１
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将来勤務費用当期勤務費用

期　

首

告
知
日

解
雇
日

独立表示 ⇒発生時に認識 

リストラクチャリング負債

⇒

図２ 従業員解雇給付の会計処理

（および後述の解雇給付以外の支出）が「具体

化された計画」と「経営者のコミット」のみを

認識要件としているよりも厳格な認識要件に

なっている。

また，測定日後の見積営業損失を処分損失に

含めていた APBO３０と比較すると，EITF９４‐３

では告知日後に生じる支出を認識対象としない

ことも相違として指摘できる３３）。負債として認

識されるのは，APBO３０における処分自体か

らの損失に対応する支出であり，告知日に生成

される解雇給付に係る金額不確定の支出のみで

ある（図２参照）。

１．２．解雇給付以外の支出の会計処理

従業員解雇給付以外のある活動からの撤退の

ための支出（解雇給付以外の支出）についても

他者に対する債務生成が負債の認識要件とされ

た。具体的には，撤退計画（exit plan）の実行

を当該企業の経営者が決定することが債務生成

事象（obligating event）とされ（EITF９４‐３，

par．２０），撤退支出（exit cost）に係る負
�

債
�

を

コミット日（commitment date）に認識すべき

とされた（コミット日要件）３４）。撤退支出に該

当しない支出はコミット日に負債認識してはな

らず，現金の支払いなどの債務生成の時点で負

債認識しなければならないとされた（EITF

９４‐３，par．２５）。

コミット日とは，以下の（a）から（c）のす

べての要件を充足する時をいう（EITF９４‐３，

par．２１）。

（a）貸借対照表日前に，適切な水準の権限を

有する経営者が企業の撤退計画を承認

し，そして，コミットしていること

（b）撤退計画は，完遂のために執る重要な行

動，処分方法や活動の所在地などの非継

続活動および完遂予定日をすべて明確に

特定していること

（c）当該日後のできるだけ早い時期に撤退計

画に必要な活動が開始され，撤退計画の

完遂期日までの期間には撤退計画の重要

な変更はなさそうなことを示しているこ

と

「具体化された計画」（（b）,（c））への「経営者

のコミット」（（a））を基礎にした認識要件であ

り，APBO３０の測定日要件と軌を一にする認

識要件を採っている３５）。

撤退支出は，リストラクチャリングに関連す

る支出のうち，撤退計画のコミット日後の収益

獲得に関係せず，また，生じるものではない支

出で，以下の（a）または（b）のいずれかの要件を

満たす支出である（EITF９４‐３，pars．２２－２３）。
３３）たとえば，解雇給付の受給権を獲得するために

一定期間の勤務従事が要求される場合，そのよ
うな解雇給付は告知日後の勤務に対する支払い
であるから，勤務のあった会計期間に認識すべ
きとされていた（EITF９４‐３，par．１４）。

３４）リストラクチャリング計画には多様な構成要素
が含まれるため，撤退計画に関係するすべての
支出をコミット日に認識する必要はなく，測定
可能な構成要素のみ認識することを容認してい
る。このため，測定可能になった要素を随時認
識することになる（EITF９４‐３，par．２３）。

３５）EITF９４‐３のコミット日要件は負債の認識要件
であるのに対して，APBO３０の測定日要件は損
失の認識要件であるという相違には留意が必要
である。

２０１３．６ リストラクチャリング負債会計基準の前史から萌芽まで 久保 7373（ ）
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将来発生費用当期営業損益
⇒発生時に認識

撤退支出
＝リストラクチャリング負債

独立表示

期　

首

コ
ミ
ッ
ト
日

撤
退
・
廃
棄
日

⇒

（a）当該支出が，コミット日前に実行した活

動で当該企業に発生した他の支出に伴っ

て増加し，かつ，当該撤退計画の直接の

結果として発生すること

（b）当該支出が，コミット日前に存在した契

約債務によって企業に発生する金額を表

し，かつ，撤退計画の完遂後に，企業に

何らの経済的便益も生じさせないことが

継続するか，または，契約債務を取り消

すためのペナルティが生じるかのいずれ

かであること

これらの要件から，リストラクチャリングに

関連する支出であっても，リストラクチャリン

グの対象となった事業のコミット日後の見積営

業損失やリストラクチャリングで処分される資

産の売却費用は撤退支出には該当しないことに

なる（EITF９４‐３，par．２４）。見積営業損失は

コミット日後に生じるものであり３６），資産の売

却費用は売却収入という経済的便益に伴うもの

だからである３７）。したがって，解雇給付以外の

支出のうち負債として認識されるのは，従業員

解雇給付と同様に，APBO３０における処分自

体からの損失に対応する金額不確定の支出に限

られるのである（図３参照）。

他方，EITF９４‐３では従業員解雇給付以外の

支出はコミット日から１年超の支出も撤退支出

に含めるため３８），測定日から１年以内の支出に

限定する APBO３０よりも一概に認識の範囲が

狭められているわけではない。

２．従業員解雇給付に係るリストラクチャリン

グ負債の特徴―従業員解雇給付に関する

SFAS１１２との整合性―

EITF９４‐３が「従業員解雇給付」と「従業員

解雇給付以外の支出」の２部構成になったの

は，SEC オブザーバーから SFAS１１２との整

合性を要求されたことに由る。SFAS１１２の適

用に関する SEC オブザーバーと FASB スタッ

フとの検討の際に，EITF９４‐３が SFAS１１２と

整合する必要が見出されたのである３９）。以下，

SEC オブザーバーの指摘と SFAS１１２との整

合性を図るための審議内容から，EITF９４‐３に

おける従業員解雇給付に係るリストラクチャリ

ング負債の特徴を検討する。

SFAS１１２は，「雇用後かつ退職前の元従業

員または待機従業員に対して事業主から支給さ

れる給付の見積支出（退職後給付４０））に関する

３６）見積営業損失は，第３回会議議事録では撤退支
出に含まれていたが（EITF［１９９４i］par.１３），
第４回会議議事録以降は撤退支出に含めないこ
とで修正合意された（EITF［１９９４j］par.１８）。

３７）なお，当期営業損失は，APBO３０に基づき非継
続事業損益に独立表示される（EITF［１９９４k］
par.２９）。

３８）１年に拘泥する必要のない理由として，事業セグ
メントの処分と異なり，リストラクチャリング
に関連する支出では非継続事業分と継続事業分
とを分離することが困難であることや，１年を超
える見積もりに関して事業セグメントの処分は
企業外部の影響が大きく情報の信頼性を毀損す
るが，リストラクチャリングに関連する支出は
企業がコントロール可能な部分が大きいため情
報の信頼性を確保できるといった理由が審議の
初期のうちに示されている（EITF［１９９４b］
par．１６）。

３９）SECオブザーバーと FASBスタッフの検討は第
１回会議後に行われたが，SECオブザーバーの
意見が第１回会議議事録に追加的に採録されて
いる（EITF［１９９４g］par．６）。

図３ 従業員解雇給付以外の支出の会計処理

経 済 学 研 究7474（ ） ６３－１
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設定される制度は，
従業員の解雇の決定と
同時に設定されるか？

制度は，今回の解雇決定で
解雇される従業員のみを対象

とするか？

従業員が給付の受給権を
既に獲得しているか？

給付の支払いはほとんど確実
となる要因があるか？

現時点では，会計上の
認識の必要はない

従業員の獲得した
給付の受給権に対する
負債を認識する

従業員向け解雇
給付制度が既に存在
しているか？

負債は，解雇を決定し，
関係従業員に給付の性質が
告知された時に認識する

負債は，合理的な
見積りが可能か？

EITF94-3の範囲

SFAS112の範囲

凡例

該当する

該当しない

財務会計および報告の基準を確立する」ための

会計基準であり，雇用後で退職前の元従業員や

待機従業員，その受益者および扶養対象被扶養

者に支給されるすべての退職後給付４１）を扱う会

計基準である（SFAS１１２，par．１）。リストラ

クチャリング前から解雇給付制度が存在する場

合の解雇給付にも適用されるので，EITF９４‐３

の対象であるリストラクチャリング時に新設さ

れる解雇給付制度に基づく解雇給付と対象が近

４０）退職後給付とは，元従業員（事業主への勤務を
現在は行ってはいないが，退職はしていない
者）もしくは待機従業員（実働状態への復帰が
期待されているか否かにかかわらず，レイオフ
中の従業員と障碍休業中の従業員を含む者），そ
の受益者および扶養対象被扶養者に支給される
すべての種類の給付をいい，一例として，給料
継続支払保険，補足失業給付，中途退職手当，
障碍関連給付（労働者災害補償を含む），職業訓
練およびカウンセリング手当，医療給付や生命
保険補償のような継続給付がある（SFAS１１２，
par．１）。

４１）た だ し，以 下 に は 適 用 し な い（SFAS１１２，

par．５）。
（a）年金または退職後給付制度を通じて支給される

退職後給付（これらの支出の会計処理は，SFAS
８７「年金に関する事業主の会計」，SFAS８８お
よび SFAS１０６が指示している。）

（b）SFAS１０６により改正された APBO１２の扱っ
ている個別の繰延報酬制度

（c）SFAS８８および SFAS１０６の対象である特別ま
たは契約の退職給付

（d）APBO２５「従業員に交付した株式に関する会
計」によって扱われる株式報酬制度

出所：EITF［１９９４c］Exhibit 2を一部改訂．

図４ EITF９４‐３と SFAS１１２の対象の関係

２０１３．６ リストラクチャリング負債会計基準の前史から萌芽まで 久保 7575（ ）
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傍しているのである（図４参照）。このため，

SEC オブザーバーから，EITF９４‐３と SFAS

１１２との認識要件の整合を指示されたのであ

る。

SFAS１１２では４２），以下のすべての要件を満

たす場合に，事業主は将来に欠勤する従業員報

酬に係る負債を認識しなければならないとして

いる（SFAS１１２，par．６）４３）。

（a）将来欠勤に対する報酬の従業員の受給権

に関する事業主の債務が既に従事された

従業員の勤務に帰因すること

（b）当該債務が確定（vested）または累積（ac-

cumulate）された権利に関係すること

（c）報酬の支払いがほとんど確実であること

（d）当該金額を合理的に見積ることができる

こと

SFAS１１２が要件にしている受給権が確定ま

たは累積した解雇給付（（b））で，従業員が既に

勤務従事を終えていること（（a））は，従業員に

対する債務生成の要件（債務性要件）を表して

い る（EITF［１９９４g］par．６）。債 務 性 要 件

に，蓋然性要件（（ｃ））を加えた要件が SFAS

１１２の負債の認識要件ということである４４）。

このような SFAS１１２の負債の認識要件に鑑

みて，SEC オブザーバーは，従業員解雇給付

について，「経営者が不特定の従業員を解雇す

ると決定し，その決定を公に報せるだけでは負

債の認識に不十分」であり，「契約外の解雇給

付に係る負債は，自身が解雇され，その結果と

して受領する給付内容を各従業員が知るために

解雇給付の約定が告知される」ことが必要であ

る（EITF［１９９４g］par．６）と指示したのであ

る４５）。蓋然性要件は等閑視され，専ら債務性要

件の厳格化が指示されたのである。

EITF は，解雇給付に関係する他の会計基準

の内容も精査した上で（［図５］参照），「当該

リストラクチャリングで解雇される従業員のみ

に支給される解雇給付」については，第２回会

議で告知日要件を負債の認識要件とすることで

合意に達した４６）。第３回会議と第４回会議では

対象を拡大する検討も行われたが４７），結局，

EITF９４‐３は「当該リストラクチャリングにお

ける解雇従業員のみに支給される解雇給付」だ

けを対象とし，負債の認識要件として告知日要

件を採ることで最終合意に至ったのである。

４２）SFAS１１２の規定は，「SFAS４３パラグラフ６の
要件を満たす退職後給付は SFAS４３に準拠して
会計処理しなければ な ら な い」（SFAS１１２，
par．６）と述べているだけで，本文の要件は厳密
には SFAS４３パラグラフ６の規定である。

４３）要件を満たさない退職後給付は，SFAS５に準拠
して会計処理しなければならないとしている
（SFAS１１２，par．６）。したがって，未確定また
は未累積の退職後給付についても，負債の発生
がほとんど確実であり，かつ，金額を合理的に
見積もることができる時に認識される（EITF
［１９９４c］par．１７）。

４４）（d）の測定可能性要件は，以下のすべての認識
要件に共通しており，煩雑さを避けるために言
及を割愛する。

４５）SECオブザーバーの見解に対して，負債認識を
実質的に法的債務に限定するとのコメントレ
ターが寄せられた。SFAC６「財務諸表の構成要
素」（FASB［１９８５］）の負債の定義に整合しない
と い っ た 理 由（EITF［１９９５b］letter ２）の

他，アメリカ以外の法域では受給権の獲得が必
ずしも法的債務の生成要因ではないことに由る
多国籍企業の実務上の懸念も示されて い た
（EITF［１９９５b］letter３）。

４６）ただし，合意内容は第５回会議で変更された
（EITF［１９９４k］par.１４）。変更内容について
は注３２を参照。

４７）第３回会議では，（１）既存解雇給付協約はない
が，当該リストラクチャリング実施後にも協約
が継続される場合，（２）解雇給付協約は既存す
るが，従業員が受給権未獲得の場合，（３）解雇
給付協約が既存し，従業員が受給権を一部獲得
している場合，（４）経営者の承認から１８ヶ月後
の解雇の場合についての審議が行われた（EITF
［１９９４d］pars．８－１５，EITF［１９９４i］par．
１１）。また，第４回会議では，（１）従業員が受給
権を獲得するために将来的な勤務を必要とする
か否か，（２）既存の解雇給付協約の有無，（３）
解雇給付の支給が過去の勤務従事に基づくか否
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当該解雇は，セグメント
または事業部門の一部の
処分に関連するか？

給付は繰延報酬契約の
約定に従って支給されるか？

特定事象が生起した場合に
のみ，既存制度の約定から
給付が必要となるか？

給付の提示は短期間で，
提示のために従業員の受諾を

必要とするか？

APBO30を適用する

SFAS106による改訂後の
APBO12を適用する

SFAS88を適用する

SFAS112を適用する

凡例

該当する

該当しない

第２回会議議事録の内容（告知日要件の採

用）によって，SEC オブザーバーは，EITF９４‐３

と SFAS１１２の負債の認識要件が整合するもの

と納得した（EITF［１９９４h］par．１１）４８）。SEC

オブザーバーは，EITF９４‐３が SFAS１１２と整

合する必要性を指示した上で，告知日要件の採

用によって指示が達成されると判断したのであ

る。この経緯から，次の３つのことが確認でき

る。

第１に，SEC オブザーバーの指示からも明

らかなように，告知日要件とは従業員解雇給付

に対する債務生成を把握し，その債務を負債認

識するための要件であることである。第２に，

EITF９４‐３と SFAS１１２とは負債の認識要件の

うちに「従業員への債務生成」を含めているも

のの，債務生成を把握する具体的なトリガー事

象は同一ではないことである。言い換えれば，

債務生成を把握する具体的なトリガー事象は画

一ではなく，極めて近傍する対象においてでも

異なる事象を採ることがあるのである。第３

に，SFAS１１２の認識要件には蓋然性要件が含

まれているにもかかわらず，蓋然性要件を含ま

ない EITF９４‐３が SFAS１１２と整合したとさ

れたことである。EITF９４‐３の審議を通じて蓋

然性要件を含める十分な機会があったにもかか

わらず，蓋然性要件は採られなかったのであ

る４９）。

かといった観点に基づく審議が行われた（EITF
［１９９４f］par．７）。こ れ ら の 審 議 に お い て，
（a）経営者による解雇給付協約の承認，（b）告
知日，（c）決定日，（d）公表日（notification
date），（e）従業員の勤務従事のすべての条件が
満たされた支出は負債として認識されていなけ
ればならないとの合意までは得られたが，どの
時点まで認識を早めるかの合意に達しなかった
（EITF［１９９４j］par．２３）。

４８）SECは，１９９９年に EITF９４‐３を前提とする SAB
１００（SEC［１９９９］）を公表している。

４９）蓋然性要件の有無について，後の SFAS１４６に係

出所：EITF［１９９４c］Exhibit 1.

図５ 解雇給付に関する会計基準の関係
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ここまでの検討から，従業員解雇給付に係る

リストラクチャリング負債について，将来支出

としての次の特徴を指摘できる。すなわち，①

認識要件として債務生成要件を採り，その具体

的なトリガー事象として「具体化された計画」

「経営者のコミット」「従業員への告知」から

成る告知日要件を採用していること，また，蓋

然性要件は機会が十分にあったにもかかわらず

採用されなかったこと，②解雇給付の見積支出

額を当初測定値としていること，③経営者の意

思決定に帰因する能動的な将来支出を対象にし

ていること，そして，④金額不確定の段階の支

出を認識するように機能していることである。

３．従業員解雇給付以外の支出に係るリストラ

クチャリング負債の特徴―測定日アプロー

チと蓋然性アプローチ―

従業員解雇給付を分離する前から，EITF は

リストラクチャリングに関連する支出の会計処

理の検討にあたって，既存会計基準との整合性

を図るために２つのアプローチを検討してい

た。APBO３０における事業セグメントの処分

に関する認識要件をリストラクチャリング全般

へと適用対象を拡張する測定日アプローチと

SFAS５の対象である偶発事象に関する認識要

件５０）をリストラクチャリングに関連する支出に

も適用する蓋然性アプローチである５１）。本項で

は，２つのアプローチを巡る議論の内容の確認

を通じて，従業員解雇給付以外の支出に係るリ

ストラクチャリング負債の特徴を検討する。

２つのアプローチはリストラクチャリングに

関連する収益を実現時に認識し，費用を発生時

に認識することでは共通する５２）。相違は費用の

発生を把握する要件であり，この相違はリスト

ラクチャリング活動に関連する支出の性質，さ

らにはリストラクチャリング活動それ自体の捉

る公開草案（FASB［２０００a］）は，「一回限りの
給付協定が告知されるまでは従業員の勤務従事
との交換にはなり得ないため，企業が給付協定
を告知する前の期間に，いかなる部分であって
も債務を帰属させることは不適当である」のに
対して，「継続的給付制度は一般に告知されてい
るものであり，従業員の勤務従事との交換によ
る条件付報酬補償を意味することから，そのよ
うな報酬が支給されるであろうことをほとんど
確実にする事象が生起した時には条件付報酬を
記録することは適当である」と説明している
（FASB［２０００a］par．２４９）。

５０）SFAS５における偶発事象の認識は大要次のよう
で あ る（詳 細 は，久 保［２００９a］pp．２９０－２９２
を参照）。
SFAS５の対象である偶発事象とは「将来の事

象の生起または非生起に対する企業の最終的な
解決における利得の可能性（『偶発利得』）または
損失の可能性（『偶発損失）に関わる既存の状
態，状況，環境の結合」（SFAS５，par．１）を指す。

偶発利得は未実現利益の計上を避ける観点か
ら，収益（利得）としての認識を行わない（SFAS
５，par．１７）。他方，偶発損失は損失，資産の毀
損または負債の発生によって裏付けられる将来
事象が生起する蓋然性に基づいた会計手続が規

定されている（SFAS５，pars．８－１２）。具体的
には，生起する蓋然性を「ほとんど確実（prob-
able）」，「合理的に起こり得る（reasonably pos-
sible）」，「ありそうにない（remote）」に３区分
してそれぞれの会計処理を規定している（SFAS
５，par．３）。

偶発損失は，以下の２条件の両方を充足する
場合には利益に賦課すべきとされる。

（a）財務諸表の公表前に利用可能な情報が，貸借対
照表日前に既に資産の毀損または負債の発生が
生じていることがほとんど確実であることを示
していること（蓋然性要件）

（b）損失額を合理的に見積もることができること
上記の２条件のうちの一方のみを満たしている

場合には注記での開示になる。また，損失の生
起する蓋然性が合理的に起こり得ると判断され
る場合にも注記での開示になる。損失の生起す
る蓋然性がありそうにない場合には開示も行わ
ない。

５１）EITFでは，APBO３０に依拠するアプローチを
「APBO３０アプローチ（Opinion３０Approach）」，
SFAS５に依拠するアプローチを「SFAS５アプ
ローチ（Statement５Approach）」と呼んでいた。

５２）ただし，EITF９４‐３ではリストラクチャリング
に関連する支出の借方勘定として暗黙裡に狭義
の費用を想定しているようであるが（注３０参
照），APBO３０と SFAS５では損失を認識対象に
している点で相違する。
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え方の相違に由来する。

EITF は審議において，リストラクチャリン

グに関連する支出を性質に応じて５３），第１種の

支出（category（１））と第２種の支出（category

（２））の２種類に分類した（EITF［１９９４a］

par．４）。第１種の支出はリストラクチャリング

の結果として以後の収益獲得が見込まれない活

動や資産に関わる支出であり，退職給付，設備

閉鎖支出，営業損失，リース停止支出，超過

リース支出，資産処分計画の損失，特定の契約

債務などが該当する。第２種の支出はリストラ

クチャリングの結果として以後の収益獲得に貢

献し得る活動や資産に関わる支出であり，従業

員の再配置，一時的遊休設備，施設の再配置，

教育訓練，事業リエンジニアリング，情報シス

テム強化，棚卸資産の評価損，資産の減損など

が該当する５４）。

測定日アプローチは，リストラクチャリング

と事業セグメントの処分との類似性に着目し

（EITF［１９９４a］par．１９），リストラクチャリ

ングに関連する支出を資産の処分損失，従業員

の退職給付，従業員の再配置費用といった非継

続的な事業に関わる費用と類似した性質と捉え

る（EITF［１９９４a］par．１２）。つまり，測定日

アプローチはリストラクチャリング活動を非継

続かつ臨時の活動と捉えた上で，第１種の支出

のように企業から切り離される部分の支出を会

計処理の対象にするアプローチである５５）。

他方，蓋然性アプローチは，リストラクチャ

リング活動と事業セグメントの処分との相違を

強調する。蓋然性アプローチでは，リストラク

チャリングに関連する支出は雇用の継続する従

業員や継続保有する資産に関連する支出と捉え

る（EITF［１９９４a］par．２１）。蓋然性アプロー

チは，リストラクチャリング活動を企業が断え

ず実行している通常の事業活動の一環として捉

え（EITF［１９９４a］par．２６），第２種の支出の

ように財務報告や事業目的において他の事業と

明瞭には区分のできない支出を会計処理の対象

にするアプローチである（EITF［１９９４a］

par．２１）５６）。

蓋然性アプローチの見解では，蓋然性アプ

ローチを採れば，発生の要件を満たした費用認

識と負債の定義を充足する負債を認識できると

される。しかし，測定日アプローチを採った場

合，リストラクチャリングの計画段階における

費用認識によって，将来の会計期間に認識すべ

き費用を先取りしてしまい（EITF［１９９４a］
５３）この分類はリストラクチャリングに関連する支

出の検討のための分類であり，他の会計基準に
も拡張されるフレームワークを意図したもので
はない（EITF［１９９４a］par.５）。

また，リストラクチャリングのための直接的
な支出でなくとも，リストラクチャリングに伴
う増分支出（資本取引に該当する支出を除く）
はリストラクチャリングに関連する支出であ
り，性質が異なることはないという見解も示さ
れている（EITF［１９９４a］pars．１０－１１）。

５４）測定日アプローチと蓋然性アプローチとでは，
APBO３０が損失の見積期間を１年に限定してい
たことに関する意見の対立もあった。測定日ア
プローチでは APBO３０への準拠のために１年以
内の支出に限定するが，蓋然性アプローチでは
リストラクチャリング計画は日常的な経営努力
の顕れであるから１年を超える支出を含めるべ
きと主張される。EITF９４‐３は，基本的には測
定日アプローチを採っているが，１年超の支出も
対象にしているように測定日アプローチに全面
的に依拠しているわけではない。

５５）プロジェクト当初の測定日アプローチでは，「リ
ストラクチャリングに関連するすべての支出」
をリストラクチャリング費用として認識するこ
とを図っていたが（注５３後段参照），最終合意
では第１種の支出のみを対象にしている。本稿
では，最終合意までの経緯を見据えた「あと知
恵」を意図的に含めて記述している箇所がある。

５６）EITF９４‐３合意後にも，リストラクチャリング
における解雇給付，工場閉鎖，資産の切り下げ
といった活動は，事業活動における定期的な活
動に過ぎず，リストラクチャリング費用は通常
の費用に他ならないとの指摘があった（Ciesiel-
ski［１９９８］p.７０）。
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par．２５），その結果，負債の定義を満たさない

項目を貸借対照表に計上してしまうことになる

（EITF［１９９４a］par．２８）。そ も そ も APBO

３０の内容は非継続事業に関する損益計算書の

表示（display）を整備するための規定であっ

て，通常の費用認識のために適用すべき内容で

はないとも主張された（EITF［１９９４a］par．２１）。

他方，測定日アプローチの見解では，リスト

ラクチャリングの影響を一会計期間にまとめて

報告することが可能であるという特長が示され

た上で（EITF［１９９４a］par．１５），測定日アプ

ローチによっても貸方相手勘定は負債定義を充

足すると指摘する（EITF［１９９４a］par．２９）。

「いったんリストラクチャリング計画が採用さ

れると関連費用あるいは損失は既知」（EITF

［１９９４a］par．３１）となり，計画の撤回は従業

員や取引先などとの関係悪化を招く危険性があ

るため，SFAC６の負債の定義に含まれる推定

的債務５７）が生成するからである（EITF［１９９４

a］par．３０）。つまり，リストラクチャリング

は偶発事象のような企業外部に帰因する経営者

のコントロール外の事象ではなく，経営者の能

動的意思決定に基づく企業活動であるから，経

営者のコミットこそが債務生成事象であるとい

うのである（EITF［１９９４a］par.１６）５８）。

これらの測定日アプローチと蓋然性アプロー

チとの相違を比較すると，表２のようにまとめ

られる。

最終的な EITF９４‐３のうち解雇給付以外の

支出の認識要件は「詳細な計画」と「経営者の

コミット」から成るコミット日要件であり，認

識対象である撤退支出は将来の経済的便益を生

まない第１種の支出である。EITF９４‐３の記述

の通り５９），解雇給付以外の支出については基本

的に測定日アプローチを採用していると判断で

きる。したがって，解雇給付以外の支出に係る

負債は，測定日アプローチで指摘された特徴を

有しており，就中コミットという経営者の能動

的な意思決定に基づいて生成する推定的債務と

しての性質を有することが確認された。

５７）SFAC６の負債の定義における債務（obliga-
tion）は，法的債務（legal obligations）より
も広い意味で使われており，衡平法上の債務
（equitable obligations）や推定的債務（con-
structive obligations）を含むとされる（SFAC
６，fn.２２）。

５８）リストラクチャリング計画は法的強制力に基づ
く債務を生成しないため，経済的なペナルティ
の支払いなしに計画の撤回が可能な「疑似負債
（pseudo‐liability）」で あ る と の 指 摘 も あ る
（Ciesielski［１９９８］p.７５）。SFAC６が 負 債 の
本質として挙げる「犠牲が撤回不能（little or no
discretion to avoid the future sacrifice）」
（SFAC６，par.３６）であることについて，Ci-

esielski［１９９８］の指摘のような立場が大勢を
占め，後の SFAS１４６公表に結び付いた。

５９）第４回会議議事録において，「リストラクチャリ
ングに関連する支出の認識時点としてのコミッ
ト日概念は APBO３０における測定日概念に基づ
いているようである」（EITF［１９９４e］par．５）
および「暫定合意に対する概念モデルは SFAS５
を基礎にしたものではない」（EITF［１９９４e］
par．４）と記述されている。（これらの記述に関
する第４回会議議事録の内容は，EITF９４‐３と
同じ内容である。）また，「EITFは，SFAS５では
なく，APBO３０がリストラクチャリング負債の
認識に適切なフレームワークを提供する立場を
採った」(Weirich［１９９５］）との指摘も参照。

測定日アプローチ 蓋然性アプローチ
依拠する会計基準 APBO３０ SFAS５
対象とする支出 第１種の支出 第２種の支出
リストラクチャリングの性質 事業セグメントの処分と類似

臨時的・非反復的な事象
事業セグメントの処分と相違
通常の事業過程

認識時点 利得は実現時
損失は測定日要件による発生時

利得は実現時
損失は蓋然性要件による発生時

貸方勘定の債務性 経営者のコミットによって生成 高い蓋然性によって生成

表２ 測定日アプローチと蓋然性アプローチの比較
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リストラクチャリング計画は
詳細な内容まで具体化
されているか？

支出は
従業員解雇給付の支給か？

経営者は，
リストラクチャリング計画に

コミットしたか？

現時点では，会計上の
認識の必要はない

　　　 債務生成
⇒リストラクチャリング
　負債として認識する

支出は，リストラク
チャリング後の収益
獲得に関係するか？

解雇給付制度の詳細が従業員に
告知されているか？凡例

該当する

該当しない

以上のことから，従業員解雇給付以外の支出

に係るリストラクチャリング負債について次の

特徴を指摘できる。①認識要件として債務性要

件を採り，その具体的なトリガー事象として

「具体化された計画」への「経営者のコミッ

ト」というコミット日要件を採用しているこ

と，②撤退支出の見積支出額を当初測定値とし

ていること，③リストラクチャリングに関連す

る支出を経営者の能動的な意思決定に基づく臨

時的で非反復的な活動に係る将来支出と捉えて

いること，④金額不確定の段階で支出を認識す

るように機能していることである。さらに，こ

れらの特徴は SFAS５への依拠を詳細に検討し

た上で，SFAS５のアプローチを明確に否定す

る立場から採用されたことも指摘される。

４．従業員解雇給付と従業員解雇給付以外の支

出の関係

本節の最後に，従業員解雇給付と従業員解雇

給付以外の支出の関係を確認しよう。

第２項の検討により，従業員解雇給付に係る

リストラクチャリング負債について次の特徴が

指摘された。①告知日要件を具体的なトリガー

事象とする債務性要件を認識要件とすること，

②見積支出額を当初測定値としていること，③

能動的な将来支出を対象にしていること，④不

確定支出の認識を早期化していることである。

同様に，第３項の検討により，従業員解雇給付

以外の支出に係るリストラクチャリング負債の

特徴として，①コミット日要件を具体的なトリ

ガー事象とする債務性要件を認識要件とするこ

と，②見積支出額を当初測定値としているこ

と，③能動的な将来支出を対象にしているこ

と，④不確定支出の認識を早期化していること

が指摘された。

①の認識要件以外の特徴が同一であることを

看取できる。唯一異なる認識要件についても，

それぞれの検討によって，具体的なトリガー事

象である告知日要件とコミット日要件は異なる

が，債務性要件を負債の認識要件とするという

点では相同であることが明らかになっている

（図６参照）。告知日要件とコミット日要件と

図６ 従業員解雇給付と従業員解雇給付以外の支出の認識プロセス
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を「債務の生成の把握」と括れば６０），従業員解

雇給付と従業員解雇給付以外の支出に対する会

計処理の特徴は同一であることになる。した

がって，EITF９４‐３の全体について，①負債の

認識要件として債務性要件を採用しているこ

と，②見積支出額を当初測定値としているこ

と，③能動的な将来支出を対象にしているこ

と，④不確定支出の認識を早期化していること

を特徴として指摘できる。

Ⅳ．結論

本稿では，SFAS１４３型に該当する SFAS１４６

の前身会計基準である APBO３０および EITF

９４‐３の検討により，SFAS１４３公表前における

将来支出に係る会計基準の状況の一端を明らか

にし，これまでに提示してきた SFAS１４３型の

会計基準の特徴を再確認し，あるいは新たな特

徴を発見することを課題として検討を行ってき

た。

第Ⅱ節では，リストラクチャリング負債会計

基準の前史として，APBO３０の規定，就中事

業セグメント処分損失引当金の内容と性質を検

討した。APBO３０は損益計算書における企業

の正常な収益力の表示を涵養するために，事業

セグメントの処分に関する利得・損失を非継続

事業損益として表示することに主眼を置いた規

定になっていた。非継続事業損益は当期営業損

益と処分損益（処分自体の損益と見積営業損益

の合計）から成り，測定日と処分日が異なる会

計期間に属する場合の処分損失の貸方相手勘定

（事業セグメント処分損失引当金）が「リスト

ラクチャリング負債」に該当するのであった。

処分損失は，一般的な費用の認識基準である発

生基準（即時認識）を前提にして，測定日

（「詳細な計画」と「経営者のコミット」）を発

生のトリガー事象として認識される損失と理解

され，事業セグメント処分損失引当金は「発生

基準で認識される損失の単なる貸方相手勘定」

を内包とする項目と理解されるのであった６１）。

第Ⅲ節では，EITF９４‐３におけるリストラク

チャリング負債の内容と性質を検討した。プロ

ジェクトはリストラクチャリングに関連する支

出を費用として認識する時点を規定する目的で

開始されたが，最終的には従業員解雇給付と従

業員解雇給付以外の支出に係る負債の認識時点

を規定する会計基準となった６２）。審議では，

SFAS１１２や SFAS５という蓋然性要件を採用

する会計基準への依拠が詳細に検討され，その

結果として，EITF９４‐３には蓋然性要件は採用

されず，債務性要件のみが負債の認識要件に

なったのであった。認識要件以外にも，EITF

９４‐３の全体として，②見積支出額を当初測定

値としていること，③能動的な将来支出を対象

にしていること，④不確定支出の認識を早期化

していることという特徴が確認された。

これらの知見に基づいて，本稿の課題に対す

６０）SFAS１１２と EITF９４‐３の負債の認識要件につい
て，表面的な差異にもかかわらず，整合してい
ると判断された第２項末の議論を想起されたい。

６１）EITF９４‐３における従業員解雇給付以外の支出
は，コミット日を認識トリガーとして把握され
る債務に係る負債として認識される。コミット
日要件は，APBO３０における測定日要件と実質
が同じ要件であるから，処分自体の損失は従業
員解雇給付以外の支出に係る負債の借方相手勘
定と同じ実質になる。したがって，事業セグメ
ント損失引当金のうち，処分自体の損失の相手
勘定部分には，従業員解雇給付以外の支出に係

る負債の債務性と同様の債務性があることにな
る。

６２）プロジェクトの名称も，第１回会議から第３回会
議までは「リストラクチャリング費用に関する
会計」という費用に重点を置いていたが，第４
回会議で「ある活動からの撤退のための支出に
係る負債認識（リストラクチャリングで発生す
る特定の支出を含む）」と負債認識に重点を移
し，第５回会議と第６回会議には「（リストラク
チャリングから生じる一定の支出を含む）撤退
活動に対する一定の従業員解雇給付その他の支
出に係る負債の認識」という２種類の負債認識
を扱うように変更された。
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る次の結論が提示される。

久保［２００９a］［２００９b］［２０１０］［２０１１］および

久保他［２０１２］に拠る SFAS５型の会計基準と

今日の SFAS１４３型の会計基準，そして，本稿

で明らかにした EITF９４‐３におけるリストラ

クチャリング負債の特徴を比較すると，表３の

ようになる。今日の SFAS１４３型の会計基準と

EITF９４‐３とでは，負債の認識要件，将来支出

の性質，認識の早期化の対象が共通している一

方，当初測定値は相違している。また，SFAS

５型の会計基準と EITF９４‐３とは当初測定値の

み共通している63）。

EITF９４‐３と今日の SFAS１４３型の会計基準

との共通点，EITF９４‐３の審議における蓋然性

アプローチの不採用，さらに，EITF９４‐３が

SFAS 143 型の会計基準である SFAS１４６の前

身会計基準であることを併せて考えると，EITF

９４‐３に顕れた特徴は「SFAS１４３型の会計基準

の原形」と位置づけられる。より積極的に，

「能動的な将来支出を債務性要件によって認識

することで不確定支出の認識を早期化する」と

いう特徴は，SFAS１４３の公表前後で一貫した

特徴であり，SFAS１４３型の会計基準の本源的

特徴と位置づけられる。そして，この本源的特

徴に加えて，当初測定値として公正価値（期待

値）を採る会計基準が今日の SFAS１４３型の会

計基準であり，当初測定値に見積支出額を採る

EITF９４‐３は「SFAS１４３型の会計基準の原

形」に位置づけられるのである。これらの位置

づけにおいて，SFAS１４３型の会計基準は，

SFAS５型の会計基準から派生したのではな

く，「SFAS１４３型の会計基準の原形」におけ

る見積支出額から期待値へと当初測定値が置換

した結果，今日の SFAS１４３型の会計基準とし

て成立したという会計基準の発展が示唆される

一方，SFAS１４３の公表前から SFAS５型の会

計基準と「SFAS１４３型の会計基準の原形」が

並存していたという今日の将来支出の枠組みと

類似した状態が成立していたと結論づけられ

る。

これらの示唆・結論は SFAS１４６の前身会計

基準という極めて限定された対象から導出され

たものであり，一般化するにはより広範な検討

を行う必要が当然にある。

６３）Johnson［１９９４］および久保［２０１１］，久保 他
［２０１２］に副えば，一事象観最終犠牲説は［蓋
然性要件＋見積支出額］を採り，一事象観犠牲
派生説は［債務性要件＋期待値］を採ることに
な る。EITF９４‐３の［債 務 性 要 件＋見 積 支 出
額］という形態が，どのような会計観から導か
れているのかの明示は本稿では保留しておきた
い。SFAC７公表前には両会計観が分岐していな
かったということの他，両会計観の分類メルク
マールが認識要件または測定属性のみに依拠す
る可能性，EITF９４‐３の告知日要件・コミット
日要件の別の解釈の可能性などさまざまな問題
が関係するからである。

SFAS５型 SFAS１４３型 EITF９４‐３

①認識要件 蓋然性要件 債務性要件 債務性要件

②当初測定値 見積支出額 公正価値（期待値） 見積支出額

③将来支出の性質 受動的 能動的 能動的

④認識の早期化の対象 偶発支出 不確定支出 不確定支出

表３ 将来支出に関する会計基準の比較
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